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【要旨】
近年、公文ill管理への関心が高まる一方、私文菩については、各組織のコレクション紹
介や、私文書の中に残された公文書への言及は多いものの、私文書収集・整即・公開に関
わる課題に関しては研究の蓄械が少ない。
上記の問題懲識のもと、本稲では、国立|玉I会IxI普館憲政資料室の「憲政資料」の収集・
整理・利用提供の現状を概観し、その上で、私文苔収集・整理・公開の課題について、国
立公文書館において2011年から開始された「法人その他団体又は個人」の寄賄・寄託文書
の取扱いについての規則類を手掛かりとし､著作権法との調整､個人情報等への配慮といっ
た観点から検討した◎
その上で、II<|立公文書館が、II(Iの活動の記録としての公文Tlfを利Ⅱ1に供することで、主
権者としての1'<1民に対するアカウンタビリテイを果たしていることをふまえ、脚立l'il会図
書館憲政資料室においては、II(l民への「図書館奉仕」の一環として、「憲政資料」を公開す
るとともに、IKI民の知的財産を利用に供することの意義を明示し、あるいは人権等に配慮
が求められる盗料であれば、非公|淵とする事IIIを示すなど、|KIの資料保存提供機|則として
のスタンスをより明確化す．ること（｢アカウンタビリティ」）が課題であると論じた。
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はじめに
1971年の国立公文書館設置から、2009年の公文書等の管理に関する法律（以下、「公文書管理
法｣）公布、2011年の|司法施行まで、公文書の移管から利用提供に至る制度か整備されつつある
なか1)、公文書の移管、盤即、利用提供等に関する研究は、IKI立公文書館が保榊:する国の行政
文詳だけでなく、地方公共|寸|体の（公）文ill:館レベルの行政文辞についても検討.素材とされ、
一定の蓄積がなされてきた2)｡
他方、私文壽については、戦後の歴史資料保存の気運の高まりにより3)、文部省史料館（現
国文学研究資料館）やI玉l立l'il会図書館憲政資料室4)が開設され、また公共'叉'書館や文書館にお
いても収集、整理、利川提供等が行なわれてきたが、私文淵:を所蔵する各機|刻の所蔵状況やコ
レクションの特徴等を紹介したものは多いものの、収集、整III!、利用提供といった各業務プロ
セスにおける課題について言及したものは少ないようであるOこれは、公文吉:が親組織からの
移管や、情報公開制度や個人情報の保護との関連から、その運営のあり方や利用者へのサービ
スといった問題に着目して議論を深めてきたことに対し、近現代の私文書については、むしろ、
歴史的illi値を有する資料の紹介や、私文書の中に残された公文ilfへの関心から言及されること
が多く、私文書の収集、利川公開といった論点が看過されてきたためと思われる5)。
本稿では、国立国会IxI書館憲政資料室において公開されてきた「憲政資料｣、すなわち幕末か
ら近現代にかけての、政治家、官僚、軍人、ジャーナリスト等の執務資料、手稿、壽簡等と
いった私文書（個人文書）に着目し、図書館という組織体において文書資料がどのように収集
l)国立公文書館「国立公文il}:館概要」(http://www.archives.go.jp/about/outline/index.html)。公文書
管理法を特集したものとして『アーカイブズ」第37号（2009年10月)、同第44号(2011年6月）を
参照。なお、|可誌の第12号以降のバックナンバーは、http://www.arcmves.go.jp/about/publication/
index.htmlを参照。
2）国文学研究資料館史料館編「アーカイブズの科学」上巻･下巻（柏書房、2003年)、注1)の「アー
カイブズ」など国、地ﾉj公共団体の公文洲:館の紀要、全国歴史資料保存利用期間連絡協議会、H
本アーカイブズ学会、記録管理学会等の学会誌などで発表されており、国文学研究資料館の「アー
カイブズ学文献データベース」(http://basel.nijl.ac.jp/~archiadodb/)で検索ﾛJ能である。
3）鈴江英一『近現代史料の管理と史料認識」（北海道大学図書刊行会、2002年)pp.31-35｡
4）憲政資料室設立の経緯については、二宮三郎「憲政資料室前史」（｢参考書誌研究」第43号、1993
年9月)pp.50-73,(I可第44号、1994年8月)pp.22-46,（同第45号、1995年10月)pp.18-47を参照。
「参考沓:誌研究」バックナンバーはhttp://rnavi.ndl.go.jp/bibliography/に掲赦。また、国立国会
IxIIII:餅ホームページ上の「憲政資料室の歴史」では、沿革のほか、憲政資料室に|則する論文類の
目録が掲載されている(http://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/kenseihistoryphp)｡
5）近現代私文書に関する総論的な研究としては、加藤聖文「アーカイブズの編成と記述一近現代史
料をめぐる課題」（前掲注2）「アー カイブズの科学」下巻)pp.215-235がある。また、資料保存機
関における私文書の収集等の取り扱いについては、堀田慎一郎「大学アーカイブズにおける個人・
団体文書（一）－収集・受け入れに関する考察一」（『名古屋大学大学文書資料室紀要」第15号、
2007年311)pp.1-44(httl)://imnul.nagoya.u.ac.jp"spui/bitstream/2237/9489/1/1-44.pdf)、宮本芳
生「防衛研究所図書館史料閲覧室所蔵私文III:史料の著作権上の現状・問題点と対策」（国立公文書
館「平成16年度公文書館専門職員養成課程修了研究論文集｣)pp.l-19、呉屋美奈子・富永一也「公
文書館における私文書の収集と整理：実践と課題」（『沖縄県公文書館研究紀要」第9号、2007年
3月)pp.85-103(http://www.archives.prefokinawa.jp/press/kiyou/kiyouO9/kiyouO9_O7.pdf)など
がある。歴史学研究の見地からの近現代私文書収集論としては、伊藤隆「個人文il}:の収集・保存・
公|淵について」（｢別冊環15IXI書館・アー カイブズとは何か」朧原詳店、2008年ll月)pp.82-91が
ある。
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され、利用に供されてきたのかを概観したい6)。その上で、li(I立lKl会図書館において、文書資
料を利川者サービスに供する上で留意が必要と思われる点を挙げる。そして、文書資料が有す
る歴史的価値を踏まえつつ、今後の収集、整理、利Ill提供業務における課題について考えたい。
なお、本稿は筆者の個人的な見解によるもので、IKI立IKI会lxl'II:館の見解を示すものではないこ
とを断わっておく。
第一章「憲政資料」の収集・整理・利用提供の法的根拠
本章では、「意政資料」の利jll提供にかかる法的根拠について概観する。当館設i舟の根拠法で
あるlfl立IKI会lXl書館法（昭和23年2ﾉ1911法律第5号）では、その第2条で「図書及びその他
の図書館資料を蒐集し、｜玉l会議貝の職務の遂行に資するとともに、行政及び両l法の各部門に対
し、更にll本II(I民に対し、この法ｲltに規定するIXI許館奉仕を提供すること」が、叫館設立のH
的とされ、第21条では、､'1館の「IxI!II:館ボイt」について、「ll'l:接に又は公立その他のIxIIII館を経
由して、l'l'j識院、委貝会及び縦貝並びに行政及び,il法の衿部l''lからの要求を妨げない限り、|1
本岡氏がこれを岐大限に享受することができるようにしなければならない｡」とする。
また、利用提供の総則として、li(I立II(I会lxl詳館資料利ﾉll規則（平成16年9月28日IKI立IKI会IXI
書館規則第5号）（以下、「利川規則｣）がある。同規則の第19条では、憲政資料の閲覧許可申請
制を定め、「館長が定める閲覧許IIIIII;,'ii'l:」に「申論者の氏名、連絡先、閲覧の目的その他の必
要事項」を記入して提出し、許可を受けることとなっている。閲覧許可の要件について、同条
の第2項で「公用の研究又は澗奄｣、「学術研究又は学術I淵査｣、「lii二号に掲げる場合に準ずる
場合で、館長が特に必要があると認める場合」に限られている。複写については、第34条によ
る通常の複写手続きに加え、lnl規則の第38条の3号「特別の取扱いを必要とする資料」に該当
するものとして、「特別複写許可III論ハ:」の提出を求めている。
当室の運営要領を定めたものとしては、憲政資料室運常要領（平成元年3月28日館長決定第
3号）（以下、「運営要領｣）があり、憩政資料室での「ll本の近代及び現代の政治に関する史料
その他利Il1者サービス部政治史料課が所管する便|諜館資料（以ド「資料」という｡)」の閲覧提
供について定め、「複製物のある原盗料及び破損のおそれのある賓料」の閲覧制限や､.室外での
閲覧禁止を定めている。さらに、l'1要領の16では、「資料に基づく研究成果の発表に当たっては、
その資料に関係する者の名誉、プライバシーその他の人権の保護に十分配慮すること及び法律
上の問題が生じたときは利用者がその歯任を負うものであることについて、利用者の注意を喚
起するものとする｡」とし、同室所管の資料の利用にあたって生じる個人情報、人権等の諸問題
6）なお、本稿では「憲政資料」以外の》'1室所管資料(｢II本lli領関係資料｣、「移民資料｣）について
は言及できないが､類似の課題があることは前もって断わっておく。当室所蔵資料については、当
館ホームページの「リサーチ・ナビ」内にある「窓政資料室の所蔵資料」ページで、フォンドレ
ベルの記述をインター ネット上に公開している(http://rnavi.nd1.go.jp/kensei)。例えば、「憲政資
料」の資料情報については、l'1ページの「旧蔵者50青順索引」から確認でき、各文書の概要、点
数等の他、「関連資料の所在」欄に他機|則所蔵の関連資料について一部紹介しているが、シリーズ
レベル、アイテムレベルについても、他機関所蔵の関連資料の紹介を行うといった、さらなる充
実が課題である。
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については、利川者1'i任によるものとしている。
資料の利用制限については、国立国会図壽館資料利用制限措置等に関する内規（昭和63年12
月14日国立国会IxI洲館内規第6号）（以下、「利用制限内規｣）があり、>'1室資料についても適用
される。同内規の第2条において、当館収蔵資料の国民の文化財としての蓄積、現状保存及び
国民への利川公|刑にfW激するとの基本方針を示し、また、第3条では「資料の亡失又は損傷の
防止を'二I的とした利川制限描置｣、「購入、寄贈その他の契約に基づいて館が受け入れた資料に
ついて、当該契約において定められた利用制限措満」については適川されないとする。>!1室へ
の寄贈資料はこの条文を根拠に、契約において非公開等の利用制限を定めている。
第二章「憲政資料」の位置づけ－「図書館資料」のなかの文書資料一
本章では、「憲政資料」n体の法規的な位置づけについて概観する。「懲政資料」は、前述の
「利用規則」においては、「図書館資料」のなかの「非図書資料」という分類に属し、さらに
「文書類」に細分される。また、国立'五I会図書館資料管理事務取扱細則（平成元年12月18日館
長決定第'2号）においては、腿'耆館サービスを行うために収集された「物IY!」として位置づけ
られている。すなわち、現川公文書のように、事務．事業運営上作成．取得された文書ではな
く、当館の文書補:理規則等の定めによって管理されるものではない。そのため、当館の図書館
資料は、各行政機関がII(I立公文書館に対して行っている文書移管の対象とはならない7)｡
ところで、「IxIi'|:m'俄料」とは何か。図書館情報学における「|xlill:館資料」とは、狭義では
「Ⅸl耆館が収集した盗料」であり、広義では「図書館資料の対象となりうるもの」となるが、
図書館サービスの本質が利川肴の要求に応じた資料提供の効果的な腱開にあることから、「図
書館資料とは利jil粁かIxI書館に求めるあらゆる資料（情報）群を指し、その形態を問わない公
共の知的所有物｣8）とされる。ここに見て取れるように、「図書館資料」とは固定的なものでは
なく、記録媒体の変化によって、概念を拡張させるものであり、CD"DVD、インターネット
情報、あるいは必要によっては民具やパーソナルコンピュータのソフトウェア、ハードウェア
なども「l叉l耆館資料」となる。憲政資料室に所蔵する「文書類」でも、文字資料や写真といっ
た紙媒体の資料だけでなく、オープンリールやテープ、CDなどがすでに存在している9)｡
また、当館の蔵湖構築の具体的方針を示した「資料収集方針書(2009)｣10)における「日本
7）内閣官房公文iII:符蝿検討室「第11回公文書管理の在り方等に関する有識稀会談議事録」(2008年9
月25H)(http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/koubun/daill/11gijiroku.pdf)pp.19-22、pp.26-27、お
よび阿立例会IxIIII:館「IKI立|型I会図書館における文書管理の現状」（公文i'}:";理の在り方等に関する
有識群会議("lll''l)l肥布資料5(2008年9月25II)
(http://www.cas.go.jp/il)/seisaku/koubun/daill/siryou5.pdf)を参照。
8）馬場俊Iﾘ1編群「|xl;'i:館資料論」(JLA図書館情報学テキストシリー ズ2-7)(II本IXI普館協会、2008
年)。
9）一例として、､11案所蔵の政治談話録音、木戸日記研究会旧蔵資料、I1本l'<l懲法制定に関する談話
録青についてはCD-R，11本近代史料研究会旧蔵資料の一部についてはカセットテープによる利用
を行っている。なお、CD-Rはカセットテープからの媒体変換のために作製したものであるが、ま
だ媒体変換が終わっていないものも多い。また、ソフトを再生するハードウェアの維持管理もま
た課題の一つである。
10)国立国会IXI書館「資料収集方針害(2009)jp.3(http://www.nd1.go.jp"p/aboutus/pd"housin2009.pdf)｡
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近現代政治史料」（いわゆる「憲政資料｣）の適川範囲は、「幕末維新期から現代に至る政治家、
'同僚、政治関連団体等のlll蔵資料（書簡、執務参考資料、日記等)、又はII本の近現代における
政治史に関連する史料」と評かれており、たとえば、憲政資料室所蔵の斎藤実関係文書には、
海軍次官・大臣、前*||在繕時のものだけでなく、学生時代のものや、！'ﾘl鮮総督、内大原など、
さまざまな経歴に対応した資料、さらには斎藤家や出身地の岩手県水沢の資料なども含まれて
いる。内容も書類、背簡、H記、辞令、系lxlなど多岐にわたる。また、II!原謹司関係文書は、
衆議院議員在職時のl'il会審議関係、行政関係資料だけでなく、各種思想連動団体の資料や、選
挙区であった長野県伊那地方の地域資料が含まれている11)。
これらの例からも兄て取れるように、戦前の貴族院・衆議院、戦後の衆議院・参議院議貝お
よび両院関係肴の保椚:していた議会関係資料だけに限られるのではなく、当人のキャリアパス
と結びついた資料、さらには地域、家族や|則係荷の資料が含まれた状態で収集されることが非
常に多い。また、資料形態も文書だけでなく、IxI書や雑誌、写真、ポスター、パンフレット類
などが含まれる。
加藤聖文氏は近現代私文書の特質について、「｢家」から自立した「佃」の史料」であると述
べ、かつ「個としての自立した私文書ではあるが、完全に個人の私生活などに限定される文書
（日記など）だけで櫛成されるのではなく、｜卿わった公務期間の長さと密度によって不特定多
数の人々に関わる文i'l:(例えば公文書）が大II上に含まれている可能性が商いことに注意しなけ
ればならない」と指摘したが12)、憲政資料室が所蔵する資料群は、まさにその典型といってよ
い○
このように、懲政資料室で収集される個人文書は、制度上は「l叉l普館資料」の範晴の下位区
分である「文書類」に属するが、形態的には文書だけでなく図耆、雑誌など多様である。また
内容面においては、「燗」の資料、すなわち個人の出自や経歴（｢家」に関するものや学歴職歴
など）に対応した衝料である点で、近現代特ｲiの私文書の資料群としてあることが確認できる。
第三章「憲政資料」の受入・整理・公開のプロセス
本章では、第一章、第二章で概観した「惑政資料」とその利用提供に関する法規的な位置づ
けをふまえ、当室における資料収集、整理、利川提供のプロセスについて見ていくこととする
が、その前段として、「窓政資料」が、主にlll版取次を経由した納本によって受け入れられるの
ではなく、国立II(I会IIxIII}:館の「図書館奉仕」のための蔵書構築の一環として、寄贈、寄託、峨
入により収集されている点を確認しておきたい。前述した「資料収集方針課(2009)」には、
「日本近現代政治史料」の収集範囲として、「主に政治家が所蔵していた文書類を中心に収集す
る。特に、日本の悲政史及び議会政治に関連する文書類を積極的に収集する。その他の文書類
1）
12)
前掲注6）「懸政資料室の所蔵資料」掲載の「斎藤実関係文書」及び「I|!原識閲l関係文書」を参照。
加藤前掲注5）「アーカイブズの編成と記述－近現代史料をめぐる課題｣、および伊藤前掲注5）
「個人文書の収集・保存・公開について」を参照。また、松岡資明「私文il｝にllfる近現代史｣(｢11
本経済新聞」2010年8月281-l朝刊36m)では、残されていない公文杵の「"空白”を埋めるのが私
文書」であるとし、|1(I立公文書館、大学、および当館を含めた様々な機|則の連携による記録資料
の保存、それを支える体制づくり、政治家に限らず国民一人ひとりが記録の重要性を認識するこ
とか今後の課題だとする。
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については、文化・学術上重要なもの又はすでに収集しているH本近現代政治史料を補完する
ものを選択して収集する」'3)とある。
以下、「憲政資料」受入のプロセスを概観する。まず、寄贈者もしくはｲII'介者から寄贈の意志
が示されると、前述の「資料収集方針書（2009)」に合致し、かつ､'1室での所蔵が適切であるか
否かが検討される'4)。その際、例えば、文ill資料が所在する地域でﾘ|き続き保存していくこと
が重要であると判断した場合は、各地域の文群館等への寄贈を提案する場合がある。
当室で収集が必要と判断された資料については、資料搬入後、受入のための整理が開始され
る。具体的には、①受入のための仮目録作成、②寄贈者への仮目録の送付、③寄贈者からの寄
贈申出書の提出、④「図書館資料」としての受入手続き、⑤公開の順で行われる。なお、寄託
については、公開までの流れは同じだが、資料の所有権は寄託音にあり、寄託契約は10年ごと
の更新となる。寄託契約の場合、契約期''1中に寄託者が死去したり、所在不明になった場合、
更新が滞るという問題がある。また、古書店から資料を購入する場合については、仮目録作成
後、受入手続を経て公開となる。以lく、整理の過程について見ていきたい。
まず、①では「家わけ文書」としての受入・公開のための仮目録が作成される。文書名称は、
たとえば「浅沼稲次郎関係文壽」といったように、個人名プラス関係文書という名称が付され
る場合が多い。また、’二I録作成に際しては、公開ﾛI能な資料であるか、資料の修復処置が必要
であるかなどについて、資料を1点ずつ確認していく。その際、いわゆる1968年ICAマドリッ
ド大会決議のいわゆる「30年原則」を念頭において公開の可否を検討しているが、これは30年
経過しなければ公|淵しない、ということではなく、内容に問題かなければ30年経過前でも公開
を行っている。その他、「名誉、プライバシーその他人権」の侵害に関わるものかどうか、注意
しつつ整理が行われる。なお、「図書館資料」としての「文書類」には、文書資料だけに限られ
ず、刊行物やいわゆる「モノ資料」も含まれうるが、当館では書庫の収容量に限りがあるため、
搬入時には、刊行物のうち、書き込みがあるものや文書資料に限って選別収集しているのが現
状である。
②の寄贈予定者への仮目録送付、資料の状態についての報告を経て、③の寄贈申出書によっ
て、資料公開についての意志を確認する。その過程で資料の公開・非公開を決定し、④⑤の作
業に至る。寄贈申出書には、寄贈資料名、点数の他、「寄贈する史料は懸政資料室において利川
に供すること｣、「利Ⅱl者の依頼により複写する場合は、憲政資料室所蔵の他の史料と同様の扱
いとし、問題の生じないように配慮すること」との条件を付している。また、利用制限につい
ては、「覚書」の形で、例えば「資料中に現存する第三者の個人名が記救されている等、個人の
プライバシーに関わる部分が含まれているため、当面の期間非公|淵の扱いとする。公開時期に
ついては、寄贈者と|硬'立国会図書館との間で再度協議するものとする｡」との条項を付す場合が
前掲注10)「資料収集方針書(2009)｣p.3．
資料収集については、堀内寛雄「憲政資料収集業務の継承」（｢図書館雑誌」第102巻第7号、2008
年7月)pp.456-457,「日本の近代政治史料を探る－憲政資料の収集「松下芳男関係文書」を例に」
（｢国立国会|叉|}Iド館月報」第580号、2009年7fl)pp.13-17。また、資料搬入の際、資料状態の確認
を行い、虫菌害を受けた可能性があるものについては、事前に寄贈肴の許可を得て、くん蒸処ii'i
を行う場合がある。例えば、高田英「本の虫駆除CO2作戦」（『朝H新聞」2010年8月17日夕刊1
面）参照。
?????
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ある。
寄贈者が一部資料の返却を求めた際は、②の段階で返却し、受入資料を確定する。資料返却
については、寄贈荷が賓料作成肴の遡族である場合、外部から見れば歴史的資料であっても、
遺族にとって寄1脚．公開に対して踊路があるなどの点は、あらかじめふまえておく必要かある。
このような対応はアーカイブズ学における原秩序維持の原則にそぐわないが奮料の作成年代
が現在に近く、杣{幟と盗料作成荷が近親者の場合は、査料返却を行う吻合がある。あくまで
寄贈者の意志をIMi1nした上での資料･収集であり、その場合は後II改めて迫力IIMj:!!Wを受けるとい
う選択肢について、寄州肴に説Iﾘ'するなどしている｡
このように、、'1室の寄蛎．寄託資料の収集においては、寄賄・寄託者との偏頼関係の醸成が
重視される傾向にあり,5)、寄峨に対して不安を感じる寄!蛎肴に対しては、’則覧室や収蔵書庫へ
の見学を通して、寄1脚資料の閲覧利川や管理、資料保存と利川提供の意義について説明を重ね、
寄贈への理解が深まるよう努ﾉJしている。寄贈者の心情に配慮することが第一義であると考え
るため、実際の寄I臘に至るまで数年かかる場合も少なくない。寄贈者との偏緬関係の醸成は、
追加寄贈の申し出や、他の寄贈希望者の紹介につながることが多いことも付言しておく。
上記の収集．整理業務においては、外部機関あるいは研究者とのネットワークが大きな役割
を果たしている。惣政資料室草創期、資料収集を介して育まれたlll「華族」のネットワークは
その一例である。現在でも霞会館、尚友倶楽部など関係l･11体とのつながりが維持されており、
資料情報の提供など衡料収集業務における貢献は大きい。また、､I1室の非常勤容貝調査員16)や、
当室の利用者でもある外部の研究肴による資料寄贈の仲介や情報提供、助喬等など、業務に益
するところが大きい17)｡
このように考えたとき、当室の文1II:資料収集においては、資料の歴史的111i仙を認識し、その
永続的な保存、資料へのアクセスの硴保によって、歴史的'li実の解Iﾘ'に街するという、寄贈者
および利用者の意識とが重なり合うことによって成り立ってきたといっても過言ではない。と
くに、寄贈肴は、I'lらの、あるいはI'Iらの近親者の思想や信条、キャリアパス、人間関係といっ
た、いわゆる「プライバシー」に関わる資料を当館に提供するのであり、そこには、寄贈する
資料か日本の近現代政治史に深く関わった「公人」のものであり、それがあってはじめて政治
史などの歴史研究の深化に寄与しうる、という意識が共有化されているように思われる。
第四章「憲政資料」の利用提供の課題
以上、第一章、第二章においてIKI立'五I会図書館における「意政資料」の位|『tづけ及び利用提
供の法的根拠を示しつつ、文ill:資料の提供が、国会、閲j法及び行政、II《腿への「IxI耆館奉仕」
15)他機関における文,II賓料の寄託に|則しては、例えば、立石忠剛「古文諜の「滞託」に関する一考
察一全国の状況と徳島県立文諜館を事例に」（｢アー カイブズ」第3号、2000年5月)pp.34-45.
16）伊藤前掲注5）「個人文書の収集・保存・公開について」を参照。また、当館の非常勤客員調査員
は、外部の学識経験者に委嘱しており、故大久保利謙氏、伊藤隆氏のほか、‘!:6海端氏、故沼III哲氏、
佐々木隆氏の各氏が務めた。現在は季武嘉也氏が務めている。
17）参考として注14)堀内「憲政資料収集業務の継承｣、注14)｢II本の近代政治史料を探る｣、および
広瀬順皓「IKI立IKI会IxI書館憲政資料室のいま」（｢歴史評論」第495号、1991年711)pp.63-66を参照。
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の一環としてある一方、利用申請制度に基づく憲政資料室内での学術及び公用の研究に限られ、
また、個人情報や人権等の保護については利川者責任を明記するなど、通常の刊行資料とは異
なる取扱いが必要なものとして文書資料が位|問づけられている点が確認できた。また、文書資
料そのものは「|xlilド館資料」の範晴にあることを確認した。他方、「|xlil}:館資料」の多くを占め
る刊行資料か、主に出版取次を経由した納本によって受け入れられるのと異なり、「憲政資料」
は寄贈・寄託者との契約により、資料の受入・整理・公開が行われることかIら、寄贈・寄託者
との信頼関係の醸成や、外部機関・研究者とのネットワークに支えられつつ業務が進められて
いることを確認した。その上で、「憲政資料」の利用提供の課題について、近年整備が進められ
てきた公文書管珊法制に基づく国立公文諜館の取り組みを手掛かりとしながら、考えてみたい。
（1）著作権法との調整
前述したように、>'i室が所管する資料は、「公人」の資料としての「懸政資料」であり、公文
書や、公文書の草稿、メモ等の執務資料だけでなく、個人の手稿類をも包含するため、公文『l;:
だけでは解明されなかった政策立案、決定のプロセス、あるいは個人が抱いていた政策構想、
アイデアなどの解|ﾘlの糸uとなりうるものである。また、個人が発信した書簡の草稿や、第三
者から発信され、その個人が受信した書簡類は、「公人」の人的ネットワークの有り様を示す資
料である。これは、1肺|人が所有していた資料の一括収集、あるいは家族関係の資料を除くなど
選択的な収集を行い、かつ公開したことによって可能になった点で、腱史研究の進展に資する
ものだったといえる。
しかし、文書資料･には、書簡の下書きや、il}類の草稿など、作成者が刊行あるいは公表を想
定していないと思われるものが含まれている。憲政資料室では、利Ⅱlを許可された調査・研究
目的の利用者のみに対する、当室内での限定的な利用としており、また「利用規則」や「運営
要領」でも著作権やプライバシー、人権への'一分な配慮について注意喚起を行い、利用者責任
の明示を行うなど、耕作権者に配慮した利川提供を行っている。
国立公文書館においては、独立行政法人II<I立公文壽館利用等規則（平成23年4月1日規程第
4号）の第6条で、受け入れた特定歴史公文背等の著作物について、必要に応じて著作権者か
らの許諾・I可意を得るなど、「特定歴史公文謀等の円滑な利用に備える」としている18)。また、
「法人その他の卜11体又は個人」の寄賄・寄託に関する規則である独立行政法人国立公文書館寄
贈・寄託文書受入要綱（平成23年4ﾉ11[1節長決定）の様式l「寄I!WIII出割、様式3「寄託III
出書」では、特約J1噸の記入欄が設けられ、fW保条件がなければ、杵作椛人格権を含むすべて
の著作権の譲渡が許諾されることになる。
これをふまえれば、憲政資料室の文書資料の公開に当たっては、耕作権者に対して、歴史的
資料としての重要性を鑑みて公開していることを改めて強調し、寄鵬行に対しては、寄贈申出
書における著作権、とくに著作者人格権の取扱いへの言及が必要と思われる。また、著作権昔
が不明な場合、著作権者に関する一般からの'i,'i報提供を求める方策（ホームページ、閲覧室等）
18)国立公文書館の法規類は、http://www.archives.go.jp/infOrmation/index.html#Sec_O2に掲載されて
いる。
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が必要であろう19)。これは、当室での利用について、IKI民への公開、とくに学術研究に資する
ことが目的であって、非営利であり、かつ悪意のあるものではないことを示すためにも必要だ
と思われる。
なお、文化庁文化審議会耕作椎分科会では、国立公文ill:館の「法人等又は｛|川人からの寄贈・
寄託文書（公文ll州即法第2条館7JI(第4号)」の公開は、「l'il等が諦活肋を現在及び将来のllil
民に説明するft務を全うするという|司法（公文書管理法一ﾘ|jll#)の趣胃」に妥当し、また同
立公文書館の利IIIMII｣等を遵'51:しつつ利用されるため、将作権者の利益を不当に害するもので
はないとして、将作権法における権利制限の対象とすることが適》I1である胃の報告書がまとめ
られた20)｡資料保存利川機関における、特定歴史公文書等を含めた私文III:の利川、公開を促す
意味においても、符作権法改正が望まれるところである。
（2）「名誉、プライバシーその他人権」に関わる資料への対応
また、近年の公文ilf管理への関心の高まりをふまえた場合、個人情報保渡という論点も考慮
すべき問題であると思われる。､I1館は立法府の組織であるため、個人情報保謹関連法制の対象
外となる21)o
しかし、個人'|1'i報のうち、非公知怖報や機微情報を含むもの、例えば①前述の第三者発信の
書簡資料、②lll蔵荷のll記のなかの第三者の非公知情報、機微情報、③lll蔵行以外の第三者が
作成した未公表の済作物、④第三荷の非公知情報機微情報に関わる記救のある公文書やその
草案など22)については、即時の公|；Nには適さないものもある。現状では、仮||録作成時に「名
誉、プライバシーその他人権」への配噸から、特定の涜料･について閉鎖期llllを設け、その期間
中は非公開とするなど、寄II'n粁との,洲轆を行っている。
一方、行政肯Ij:からl'il立公文III:館に移管された非現川の公文課（公文III:WII!法における「特
定歴史公文ill等｣）は、従来からl'1法制の適用外であったが、公文書管理法施行以前の国立公文
19)参考として、近代デジタルライブラリーのインターネット公開に際しての将作権I淵査については、
国立国会IxIIII:館「符作権情報公lMI淵査」(https://kokaityosa.da.ndl.go.jp)を参照。
20）「文化審縦会粁作権分科会法制問題小委員会（第51ul)議事録」（平成22年5月27日）
(http://www.bunka・go.jp/chosakuken/sinnkai/housei/h22_shiho_O5/gijiyoshi.html)および文化
審議会著作権分科会「文化審議会著作権分科会報告誉」（平成23年1月)pp.9199
(http://www.bunka.gojp/chosakuken/singikai/pd"shingi_hokokusho_2301_verO2・pdf)。なお､現
用文諜については、すでに平成11年の著作権法改正により、行政機関の保ｲiする情報の公開に関
する法律（平成ll年5月1411法律第42号）の規定が反映され、「行政機関の長が､'1該著作物を公衆
に提供し、又は提示すること」においては、未公表の:符作物について、將作閥･の公表II1意があっ
たとする条JIIが迫川lされた{’
21)新保史生「|xl!II:航と11州人'i,'i報保稚法」（｢情報管理」第47巻鋪12り｡、2005fl:311)I)p.818-827を参照。
公共IxIIII:航においても「IxIIII:航讃料」としての個人情報（名簿類）の利川提供は、|xl耆館法に基
づいたものとして、個人情報保測則述法制の対象とはならないと解される。なお、個人情報のうち、
「公知」のもの、明らかに公の場でなされたものについては、保護の対象からは除外される。
22）①～③については、前掲注21)新保「図書館と個人情報保護法」pp.819-822における個人情報とプ
ライバシーとの概念整理をふまえて列挙した。また、①～③における「lll戯背」とは、資料をII1
蔵していていた政治家等を指し、「寄ll牌者」とは、「lll蔵肴」の資料を引き継ぎ、淵館へ資料を寄
賄した子孫、IN係蒋を指す。「lll戯者」と「寄贈者」がlil一人物である場合もある。「旧蔵者」及
び「寄附制以外の資料作成肴は「第三者」と表記する。
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書館利用規則の別表においては、利用請求された資料で「当該情報を公にすること」により、
F'1該個人の権利利益」をｲ§p'1に侵害するおそれのある資料について、非公|淵の理由および年
限についての具体的なガイドラインを示していた。公文耆梼理法施行に伴い策定された、独立
行政法人II(1立公文書館における公文書管理法に基づく利用請求に対する処分に係る審査基準
（平成23年4月1H館長決定）においても、それが踏襲されている。また、l'1基準の4では、
「館が法人や個人から寄llM又は寄託を受ける場合には、寄贈者・寄託肴の意向を最大限に尊重
することとし、利川の制限についても特段の配慮を行うこととするが、本JI(に規定する「一定
のIUIIII」は、公にするとｲ'りらかの支障を生ずるおそれがある有期の)ﾘlllllをいい、公にしないこ
とを撫期|災に約束するものではない」と定めている。これらは国立公文ill:館の資料公開のスタ
ンスと、個人情報保護への配噸との調整を利用者に明示したものと考えられる23)。
憲政資料室の文書資料については、非公開理由、年限が明確になっていないものもあるため、
非公開の理由（｢名誉、プライバシーその他人権」への配慮、あるいは特定の資料に対する寄贈
者の非公開の意志表示など)、閉鎖期間については可能な限り明らかにする必要があろう。
（3）「憲政資料」の利用提供と「アカウンタビリテイ」
以上、(1)と(2)において、’五l立公文書館における特定歴史公文ill:等の受入および利用提供
に関わる規則などを手掛かりに「憲政資料」の利用提供の課題について示したが、ここでは、
改めて文ill資料の受入および利用提供に関する公文諜館と図書館との観点の相違を示し、図書
館という組織体における文,II:資料の利用提供のあり方について考察してみたい。
公文ル館が収集のiﾐたる対象とするのは、非現川文ill:であり、IKI立公文III:航法(1999年制定、
2000年施行）および公文i'Wnl!法(2009年制定、2011年施行）を根拠に業務が行なわれる。公
文書館設I間の意義は、現｝ll文ll$の情報公開制度を背景として、保存期限を経過した現用文書
（非現Mj文書）のうち、膝史的な意義を有する記録の国立公文書館へのスムーズな移管により、
国の活動の記録としての行政文辞へのアクセスを容易にし、主権者としてのlxl民に対するアカ
ウンタビリティを果たすことにある。すなわち、公文書のレコードマネージメントの延長線上
にあるものとしての、公文,ll:アーカイブズ・システムの構築である。
そのため、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成ll年5)114I1法律第42号)(以
下、「情報公開法｣）施行の際、「情報公開法施行令の規定と整合性のある形で基準を設定するこ
とが事実上要請されている」として、「情報公開法施行令の規定との整合性に留意しつつ法第6
条の規定を実施するため、公開を制限する「個人の秘密の保持その他合即的な理III」の要件を
定めたlﾘl確かつ客観的なJ1叫(を定めること」とし、§'1時の国立公文洲:航利川規則（昭和47年4
月2511総III!府f!了示第10り･)の一部を改正して、前述の利lll制限に|則するガイドラインを同利川
規則別表として示した24)｡このように、情報公開制度をふまえた形で、非現川文書である特定
23)101審査基準は、「随時、適切な見直しを行っていくものとする｡」とW頭で定めているため、今後
変更が生じる可能性がある。なお、個人情報保護と阿立公文書館との関係について、かつて、米
川'hi夫氏は「個人怖報保謹の理念は、歴史資料であっても配慮すべき」と述べていた（米川恒夫
「IKI立公文書館における公文il痔の公開」（｢アー カイブズ」第23号、2006年311)pp.90-103)。
24）遠藤廉「隆l立公文il『館における歴史公文書等の公開基準について」（｢アーカイブズ」第5号、2001
年3月)pp.1-5。
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歴史公文耆等に関して、査料の非公開理IIIに対応した'’1鎖期間の目安をlﾘl示したガイドライン
を示している点で、所符する資料についての、IKI民に対するアカウンタビリテイヘの配慮が兇
て取れる。また、新たに取り組んでいる「法人その他の卜n体又は個人」の寄贈・寄託について
も、l'1様の観点からの公開が想定される25)。
他方、当室の資料収集は「図書館奉仕」の一環であり、具体化すれば、寄贈者、利用者およ
び､11案の歴史資料の保ｲF，利用提供に関する意識の共ｲjに基づく、公文ilドアーカイブズの補完、
あるいは公文書アーカイブズでは解lﾘ'し得ない歴史的'li災の開示がその愈抵であると思われる。
アジア・太平洋戦争後の||本における史料保存運動を苛賎に、議会史アーカイブズとしての悲
政資料室が設立されたが、今Hまで、国立国会IXI番館の「図書館奉仕」の一環として収集・公
開を現在まで継続してきたことによって、主権者である|副民が、自らの、あるいは自らの近親
者である「公人」の資料をJ1館に提供し、同民に対して公開を望むという、I'1発的な意志に支
えられた私文書アーカイプズとして存在している。このような歴史的経紳のもと、行政機関に
よるIK腿に対するアカウンタビリテイの補完だけでなく、そのアカウンタビリテイの検証を可
能にするという点でも、立法府の機関としての私文lll:収集は、引き続き敢要な意義を有するも
のと思われる26)。
他方、その公開のあり様については、寄贈者の意志が雄重要視されるが、同時に利用者とし
てのIKI民に対する「アカウンタビリテイ」も求められる。ここでいう「アカウンタビリテイ」
とは、行政行為の証拠としての公文書を蓄積し、主権背、税負担者である'五l民のアク.セスを容
易にする公文書アーカイブにおけるアカウンタビリテイと重なる面をもちつつ、「図書館奉仕」
に衝するものとして柚械的に収集された「憲政資料」を利川に供することの意義を明示し、あ
るいは人権等に配慮が求められる資料であれば、未公IIMとする事由を示すなど、国の資料保存
提供機関としてのスタンスを明確化することと位置付けたい。
インターネットなど情報通信技術の発達により、ホームページ上での資料情報公開が進むな
ど、多くの利用者が所蔵資料の情報に接していることを路まえ、著作権処即への対応や、利川
ilill限がある場合はその様態について、利川荷にlﾘl示していくことが必要であると思われる。と
くに文lif資料は、刊行資料と異なり、公表を想定していない著作物であることか多く、著作権
との調整や「名誉、プライバシーその他人権」を含む資料への対応については、一層の配慮が
必要であることからも、実態に即した検討が求められる。
25）情報公開法については、立法府は対象外であるが、IKI立IKI会図書館ではM法の趣旨をふまえ、平
成23年度より国立IKI会IXI書館事務文諜開示規則などにより情報公開制度の運用を行っている
(http://www.ndl.go.jp/jp/aboums/koukai/index.html)｡l可規則における「事務文書」とは、館の
職貝が館の業務遂行のために作成、保有している文書などを指し、図灘館盗料や立法調査に関わ
る文辞などは除外される。
26）今後、国立公文書館による民間の文蕎の寄贈・寄託資料の受入については、j'1室の資料収集とも
純ljl1が重なる可能性がl{'Iいが、寄!!W者の意志を十分蝋'itするためには、収集純|ﾉNや方針等に|則し
て意見交換や調繋を行い、どの資料保存機関への制榊が適切か、などの磁識を共有していくこと
も課題となるだろう。
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おわりに
資料保存利川機|則にとっては、「歴史公文il}等｣、「IxIill:館資料」といった区別はあっても、利
li1打にとってみれば、あくまで利川対象としての「資料」として利1llされるため、資料保存利
用機関側の資料区分について意識されることは少ない｡しかし､その盗料IX分は､その機関の､資
料に対するスタンスを端的に示すものである。当館においては、「IxI!II鮪資料」という範鴫に
「文苦類」を置くことによって、刊行資料に準じた形で利lll公開がなされる傾向にあった27)。
しかし、公文il『祷珊への関心の高まりは、文書資料が刊行資料とは異なる性質を持つ資料で
あることを広く認知させるに至っている。その意味では、公文書だけでなく私文書を含めた記
録資料そのものの公IM・利用に関する考察を深めるための雨要な契機が訪れているといって過
言ではない。すなわち、記録資料の保存、利jlj公開に対する認識のII'liまりは、図書とは異なっ
た、文詳資料の符HI!及び利用公開に関する原理原則を、文書資料の特蘭を理解したうえで、lxl
書館という組織体においていかに実現していくか、という問題を提起していると思われる｡lxl
立国会図書館における特徴的な資料群の一つとして位個づけ直すためにも、文書資料の特性や
利用提供の課題について共有されることが必要であろう。
以上、本稿は、II(IIXII<|会IXI書館の文III:盗料の利川提供について論じてきたが、ここまで述べ
てきたことは、「地域資料｣、「郷土資料」を保管している地方自治体の公共IxI耆館についてもあ
てはまる問題だと思われる。国立国会IxIilf館が2006年に行った「地域盗料に関する調査研究」
によれば、アンケートに協力した全1I(Iの490のIxI書館のうち、古文課･jli記録の所蔵館が166館
（33.9％)、原稿・ill:簡・日記の所蔵館が100館(20.5%)、行政文脊（公文IIIF)の所蔵館が157館
（32％）であった28)。これに対し、地〃公共l･i1体の公文書館数は約60館であり、依然としてIxI
耆館が文書資料の保存機関となっている実情がある29)。財政難や人ll減のなか、公文書館の設
27）広瀬順晧「IxIill:館と文書館をめぐって」（｢びぶろす」鋪38巻2号、1987ｲli2)1)pp.24-30.では、
文耆と図書では形態や整理方法、保存条件などで遠いがあり、区別して杵HI!される必要があるが、
l叉l耆館においては｢文背を図書館的管理の枠内で処理しようとしてきたかのように思える」(p.2)と
述べている。また、広瀬は、広田暢久の昭和41年全同公共図書館研究集会の回想（｢ある図I!;鈍の
職員」が「郷土涜料室は図書館の顔で、優れたレファレンスがあってこそ図書館の名声はあがる
のだ。だからIxI!11:館の職員である私は郷土資料室を文諜館へもって行くことは絶対に賛成できな
いと絶叫した」（広lll「図耆館と文III:館について」全IKI歴史資料保存利川機|側連絡協議会「会鮒」
第125･))を引川し、このような状況は1987年の時点でも変わっていないのではないかと述べる。
そして、IxI書航と文II}館とは、所蔵する涜料の性質によって機能が異なり、「従来一部の特殊な涜
料と考えられてきた文書が、今や1つの雁史資料としてクローズアップされ」たことによって、lxl
書館、文書館、博物館の複合館だけでなく、「文書を所蔵しているIxlilf航」が「岐路に立っている」
として、「今後lxlilf館と文書館が機能分化しつつ相互補完的な関係をどう確立するかが最大の問題
であろう」と主抜する。これは現在にも繋がる問題である。
28）｜蕊|立腿l会図書館関I｝q館図書館協力課編「地域資料に関する調査研究」(IxIti｝館調査研究リポー ト
No.9)(2008年311)(http://current.ndl.go.jp/report/no9)第2章、および同「公立図書館へのア
ンケート結果のクロス集計表」(http://current.ndl.go.jp/node/2267)を参照。
29)IKI立公文書館ホームベー ジ「関連リンク」の「全国公文諜館数｣(http://www.archives.go.jp/links/index'
html)によれば58航だが、それ以外にも〃I鋼ﾘ,蝿史的文ill:閲覧室や、宮崎ﾘI↓文III:センター などがあるた
め、本文では概数で表わした。なお、|xli'l:il.iの設INII'|治体数は1344(郁道府ﾘI(47、市区796，llil.村5()1)
であり、設置率は都道府県立で100%、巾Ⅸ立は98.4%、町村立は53.2%である(H本図書館協会ホー
ムページ「日本のIxIIII:館統計」http://www.jla.or.jp/portals/O/html/statistics/2010pub.html)。
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侭という議論だけでなく、現在保符している文書資料の利川とそれに伴う課題について共有し、
議論していくことが必要であろう30)。また、これは、文ill:資料、モノ資料を所蔵する博物館と
も共有しうる問題であり、司書養成や学芸員養成の課程でも、アーカイブズ学の単位修得を必
須とするなど、確保しうる人員のなかで、文書資料の特性、利用提供に関わる諸課題について
認識を深めていくことが重要であろう3')。
【補記】
本稿は、2010年度アーカイブズ・カレッジ（長期コース）修了論文を改稿したものである。執
筆に際して、加藤聖文先生（国文学研究資料館研究部）にご指導いただいた。また、執筆に際
して多くの方からご助言をいただいた。御礼申し上げたい。
30）たとえば、いわゆる複合館である奈良県立図書情報館の奈良県立図書情報館利Ill規程（奈良県立
図書情報館館長規程第1号）では、「情報館資料」という大区分の下位に、「Ixl香資料」とは別に
「文書資料」の項が設けられている。この場合、親機関である奈良県か公布した奈良県立図書情
報館公文書等の取扱いに関する規則（平成20年3月3111奈良県規則第56号）に雄づいたものになっ
ており､奈良ﾘI(の公文書のレコードマネージメントとの|則わりが伺える。各機関の現状に即しつつ、
「文書資料」の位潰づけが考えられるべきであろう。なお、奈良県立図書情報館の規則類につい
ては、htm://www.librarypref.nara.jp/guide/outhne.html#ORDINANCEを参照した。
31)これは、文書:資料を扱う人材だけの問題ではなく、文書館、博物館、Ⅸl書館等に関連する諸法規
の相互的な調整という問題や、アーカイブズにおけるモノ資料の取扱いという課題があるが、本
稿では論じることができなかった。前述のように、当室では寄贈申出の際には、文書資料だけで
なく、刊行物やモノ資料を含めた寄1職を依頼される場合があるが、現状では対応|水|難であり、そ
れらの資料の他機関への紹介や、他機関との分散保管、さらには他機関に分散した資料の情報把握、
目録の統一化といった課題が挙げられよう。
※本稿で引用した法規類、インターネット情報はすべて2012年2II26日時点のものである。
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